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平成24年度　大阪府河川整備審議会　第1回治水専門部会　議事要旨
日　時
：平成24年12月4日（火）14:00～16:50
場　所
：大阪府公館
出席者　：多々納部会長、曽和委員、田中丸委員、中谷委員、堀委員、道奥委員　　計６名　
まとめ

概　要　：〔以下、○委員　●事務局〕
· 多々納部会長の指名により、中谷委員が部会長代理に選任。
(1) 「今後の治水対策の進め方」に関する確認事項について
○従来までの治水対策の対象区間については、具体的にどのように定義された区間か。
●下流端から家屋が連担するなど市街化された区間をもとに設定している。

○これまで治水対策の対象としてこなかった区間とあるが、本来、治水対策の対象区間は府管理の全区間ではないのか。
●ご指摘のとおり誤解を招く表現のため、改める。

○前回は治水対策の優先順位の考え方を論点整理したものと受け止めているので、提示された論点整理結果①については、少し違和感を覚える。

○提示資料では、超過洪水リスクは考慮されておらず、「今後の治水対策の進め方」の考え方とは異なる。また、河川全区間を実施するよりも、低コストで事業効率が高いことも考える必要がある。
　　○家屋のない田畑等の区間に関する優先順位の表現で、前回の部会での意見を取りまとめられた資料3-1と資料3-2では、異なる内容と考えられ、部会意見を越えていると思われる。
　　●資料3-2は、部会の意見を受け、府としての解釈を加えたもののため、表現を改める。
　　○同じく、資料3-2において「中流区間において浸水被害の著しい増加が生じにくい治水対策を実施」とあるが、この表現だと上流域での治水対策が家屋の嵩上げや高床化に限定しているともとれる。
○様々な検討を重ねた中で合理性をもって、上流を先行改修するとした場合には、国家賠償責任は生じないと考えられるが、上流での先行改修によって中流区間でかなり大きな被害が生じることになったならば、損失補償が必要となることもあるのではないか。
　　○「人命尊重」「人家連担」「人的被害」といった語句が等価のように使用されているため、それぞれの定義を整理することが必要ではないか。また、人家の有無の判断は、仮に今は無くとも、時の経過の中で変わってくるので、その点をどう考えるのか。
　　○中流域の田畑区間より、上流域の家屋が点在する区間を先行して治水対策するかにあたっては、

　　①低いコストで、効率的に流域全体における浸水被害低減の効果を発揮できること

　　②中流域における被害の変化が受忍のレベルであること

　の2点を確認頂くとともに、補足資料の表現等については、部会長預かりで事務局と調整させて頂く。
(2) 大和川水系西除川ブロック（東除川等）の当面の治水目標の設定について
○東除川の河道改修手法として、地盤の嵩上げによる堀込化を挙げているが、その場所の土地利用及びどこまでの範囲を嵩上げするのか。

●堺市役所及び小学校のグランドと農地の3箇所が局所的に窪地のため、嵩上げを考えている。

○資料1のP39のマトリックスには、大和川の背水による影響は反映されているのか。
●大和川の背水の影響を反映したものであり、反映に当たっては、国交省より入手した各確率降雨に応じた大和川の水位を、落堀川の計算に反映している。

○資料中、氾濫解析結果を示す図において、「被害最大となる破堤地点での破堤を想定（1洪水）」と「破堤を一地点ずつ想定した氾濫解析結果の包絡」の2種類の使い分けの意図は。
●前者は当面の治水目標の設定として、後者は治水対策区間の目安を見出すため活用している。
○東除川において、地盤の嵩上げとパラペットを組合せているが、なぜ地盤の嵩上げを行うのか。
●東除川は、S57災害を契機に堀込河道の満流で50ミリ対策の暫定改修を進めてきたが、今回の見直しに際し、現地再確認したところ一部区間で窪地のため破堤の恐れもあるため、まずは窪地の嵩上げにより堀込化することで破堤リスクを無くし、併せてパラペット設置により余裕高を確保するとしている。
○東除川で、50ミリ程度の雨により家屋ではないものの被害が生じる区間を対策しない理由や平尾小川の氾濫解析結果と当面の治水目標の設定フローの取り扱いについては、先程の議題の整理が必要。
○東除川については、50ミリ程度対応（1/10）、落堀川については、大和川の背水対策を継続して実施、大水川と平尾小川については、現状で府内で目標とすべき治水レベルに達しているとして、当面の治水目標の部会案とし、委員会に報告することは了承。
(3) 大和川水系石川ブロックの当面の治水目標の設定について
○石川本川及び支川のそれぞれの計画降雨波形、流出解析手法について、もう少し詳しく教えてもらいたい。
●石川本川は、流域全体を対象に、資料2 P18のとおり、実績洪水型降雨波形とキネマティックウェーブ法を、支川についは、中央集中型降雨波形モデルと合理式を採用している。なお、小流域である支川に、本川と同じ降雨波形を適用すると、小流域特有の雨に対応できず、河道断面が過小に評価される懸念がある。また、流出解析手法については、支川には貯留施設が無いことから、府内での一般的な手法である合理式により河道断面を設定している。
○水系としては一つでありながら、本支川ごとに評価しているため、支川のピーク流量が「支川も含めて本川と同じ降雨波形と流出解析手法をとった場合」と「支川ごとに評価している場合」を比較検討すること。
○石川ブロックに関しては、流域面積が大きく、支川も多いため、石川本川と支川の治水バランスなどの相互関係を十分に考慮する必要があることから、まずは、石川ブロックとしての本川・各支川の当面の治水目標の設定手順を整理いただき、その上で、流域内の12河川を一度に審議できるように準備すること。
多々納部会長の指名により、中谷委員が部会長代理に選任。
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